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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第60期

第２四半期連結
累計期間

第61期
第２四半期連結
累計期間

第60期
第２四半期連結
会計期間

第61期
第２四半期連結
会計期間

第60期

会計期間

自  平成20年
     ４月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ７月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ４月１日
至  平成21年
     ３月31日

営業収益 (千円) 8,289,8057,313,9514,238,3153,717,38516,013,586

経常利益 (千円) 421,658 120,621 224,639 65,139 689,229

四半期(当期)純利益 (千円) 250,166 63,411 129,479 31,907 387,123

純資産額 (千円) ― ― 2,856,8682,924,5142,905,590

総資産額 (千円) ― ― 9,509,6299,083,3369,176,998

１株当たり純資産額 (円) ― ― 302.78 311.57 307.91

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 26.65 6.76 13.79 3.40 41.24

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 29.9 32.2 31.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 57,537△278,449 ― ― 578,926

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △7,012△1,871,019 ― ― △19,426

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △37,941 △86,270 ― ― △36,823

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,769,9251,031,8193,270,869

従業員数 (名) ― ― 336 335 327

(注)  １．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

　　せん。
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２ 【事業の内容】

　　当第２四半期連結会計期間において、当企業集団において営まれている事業の内容に重要な変

　　更はありません。

　　　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

　　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 335

(注) 従業員は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 263

(注) 従業員は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当企業集団の主要事業は、港湾運送事業、陸上運送事業、倉庫業、通関業およびその他事業であるため、

生産実績という概念を有しておりません。

　

　
(2) 受注実績

当企業集団が営んでいる物流事業においては、取引の殆どが固定客との年間を通じての日々の継続取

引であるため、受注と販売との厳密な区分を行なっておりません。

　

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

区分

前第２四半期連結会計期間
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

当第２四半期連結会計期間
自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

前年同期間比

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減比
(％)

  港湾運送事業及び
  港湾付帯事業

4,128,63997.4 3,617,98897.3 △510,651△12.4

   港湾運送事業 1,910,80345.1 1,666,16644.8 △244,637△12.8

   陸上運送事業 791,93518.7 656,24517.7 △135,689△17.1

   倉庫業 844,20419.9 726,50719.5 △117,697△13.9

   通関業 581,69513.7 569,06715.3 △12,627△2.2

  その他事業 　 　 　 　 　 　

   その他事業 109,6752.6 99,3962.7 △10,278△9.4

合計 4,238,315100.0 3,717,385100.0 △520,930△12.3

      (注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部企業の生産活動に復調傾向が見られるも

のの、失業率は過去最高水準となり一段と厳しさを増している雇用環境ならびに所得環境に起因し

て個人消費水準は低迷、また企業収益・設備投資も減少する等、厳しい状況で推移いたしました。 

　物流業界におきましては、わが国の輸出は持ち直しの兆しがあるものの輸入には依然回復の兆しが

見えておりません。かかる中で食品の輸入量は、水産物、畜産物、野菜・果実が総じて減少いたしまし

た。また鋼材の国内物流取扱いにおいても一部持ち直しの動きが見られたものの、物流量が低水準で

あったことから、当企業集団を取り巻く環境は厳しい状況で推移いたしました。 

　このような状況下、当企業集団は輸出入貨物取扱い等の受注獲得に努めたものの、当第２四半期連

結会計期間における営業収益は前年同期間比12.3％減の3,717,385千円となり、経常利益は前年同期

間比71.0％減の65,139千円、四半期純利益は前年同期間比75.4％減の31,907千円となりました。 

 

事業セグメント別の営業状況は、次のとおりであります。 

[港湾運送事業および港湾付帯事業] 

　港湾運送事業は、沿岸荷役料収入および港湾施設使用料収入が減少したため、営業収益は前年同期

間比12.8％減の1,666,166千円となりました。 

　陸上運送事業は、鋼材のトラック運送料収入が減少したため、営業収益は前年同期間比17.1％減の

656,245千円となりました。 

　倉庫業は、入出庫作業料収入が減少したため、営業収益は前年同期間比13.9％減の726,507千円とな

りました。 

　通関業は、輸入申告料収入が減少したため、営業収益は前年同期間比2.2％減の569,067千円となり

ました。 

　この結果、港湾運送事業および港湾付帯事業の営業収益は前年同期間比12.4％減の3,617,988千円

となり、営業利益は前年同期間比40.8％減の238,945千円となりました。

 

[その他事業] 

　その他事業は、構内作業料収入が減少したため、営業収益は前年同期間比9.4％減の99,396千円とな

り、営業利益は前年同期間比50.5％減の17,796千円となりました。 

 

　（２）財政状態の分析

（資　産）

　当第２四半期連結会計期間末の資産は9,083,336千円となり、前連結会計年度末に比べ93,662千円

減少いたしました。主な要因は現金及び預金が589,049千円減少した一方、受取手形及び営業未収入

金が163,506千円、関税等立替金（流動資産・その他）が106,950千円、長期預金が200,000千円増加

したことによるものであります。 
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 （負　債）

　当第２四半期連結会計期間末の負債は6,158,821千円となり、前連結会計年度末に比べ112,586千円

減少いたしました。主な要因は未払法人税等が143,127千円が減少した一方、退職給付引当金が

42,650千円増加したことによるものであります。 

（純資産） 

　当第２四半期連結会計期間末の純資産は2,924,514千円となり、前連結会計年度末に比べ18,923千

円増加いたしました。主な要因はその他有価証券評価差額金が34,512千円増加した一方、少数株主持

分が15,424千円減少したことによるものであります。 

　

　（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は営業活動に

より127,592千円、財務活動により152,907千円増加した一方で投資活動により318,684千円減少した

ことから、第１四半期連結会計期間末に比較し44,869千円の減少となり、当第２四半期連結会計期間

末には1,031,819千円となりました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間において営業活動による資金の増加は127,592千円（前年同四半期

125,984千円減）となりました。 

これは税金等調整前四半期純利益金額が65,019千円となり、非資金項目である減価償却費18,674千

円、退職給付引当金の増加額19,534千円、また、仕入債務の増加額56,267千円があった一方で、売上債

権の増加額57,598千円があったことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間において投資活動による資金の減少は318,684千円（前年同四半期

311,153千円減）となりました。 

これは定期預金の払戻による収入200,000千円があったものの、定期預金の預入による支出300,000

千円、長期預金の預入による支出200,000千円があったことによるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間において財務活動による資金の増加は152,907千円（前年同四半期

92,047千円減）となりました。 

これは長期借入金の返済による支出196,500千円があったものの長期借入れによる収入360,000千円

があったことによるものであります。 

 

　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　　　当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

　　　　　及び新たに生じた課題はありません。

 

（５）研究開発活動

　　　　　該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　 当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,589,000

計 37,589,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,389,000 9,389,000
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は
1,000株であります。

計 9,389,000 9,389,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月30日 ― 9,389,000 ― 856,050 ― 625,295
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(5) 【大株主の状況】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

協友商事株式会社 千葉県船橋市本町７丁目５番14号 1,275 13.57

株式会社住友倉庫 大阪府大阪市西区川口２丁目１番５号 796 8.47

富士火災海上保険株式会社 大阪府大阪市中央区南船場１丁目18番11号 700 7.45

神鋼物流株式会社 兵庫県神戸市中央区脇浜町２丁目11番14号 600 6.39

曽　根　好　貞 千葉県船橋市 590 6.28

横浜冷凍株式会社 神奈川県横浜市神奈川区守屋町１丁目1番7号 438 4.66

大東港運社員持株会 東京都港区芝浦３丁目７番９号 352 3.75

田　中　孝　一 東京都世田谷区 300 3.19

日塩株式会社 東京都港区海岸３丁目19番８号 294 3.13

大東港運取引先持株会 東京都港区芝浦３丁目７番９号 273 2.90

計 ― 5,618 59.84
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　2,000

― ―

完全議決権株式(その他)
　 普通株式　　
         9,385,000

9,385 ―

単元未満株式 普通株式　2,000 ― ―

発行済株式総数 9,389,000― ―

総株主の議決権 ― 9,385 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権1個）含まれ

ております。

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）　　　　　大
東港運株式会社

東京都港区芝浦3-7-9 2,000 ― 2,000 0.0

計 ― 2,000 ― 2,000 0.0

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 238 215 217 255 230 245

最低(円) 210 201 195 200 211 204

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月

１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９

月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,681,819 3,270,869

受取手形及び営業未収入金 2,517,672 2,354,165

たな卸資産 ※1
 78,222

※1
 80,912

前払費用 47,084 40,463

繰延税金資産 109,972 119,370

その他 239,224 128,967

貸倒引当金 △26,801 △24,562

流動資産合計 5,647,194 5,970,185

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 464,908 482,931

機械装置及び運搬具（純額） 12,566 14,785

土地 1,412,637 1,412,637

リース資産（純額） 59,004 39,875

その他（純額） 13,086 14,285

有形固定資産合計 ※2
 1,962,204

※2
 1,964,514

無形固定資産 234,382 226,098

投資その他の資産

投資有価証券 299,804 254,503

破産更生債権等 68,242 93,369

繰延税金資産 320,072 327,475

長期預金 200,000 －

その他 417,853 432,414

貸倒引当金 △66,417 △91,562

投資その他の資産合計 1,239,555 1,016,199

固定資産合計 3,436,141 3,206,813

資産合計 9,083,336 9,176,998

EDINET提出書類

大東港運株式会社(E04356)

四半期報告書

12/27



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 1,859,727 1,851,354

短期借入金 1,261,803 1,248,309

未払法人税等 57,823 200,950

賞与引当金 226,701 226,078

その他 317,439 307,888

流動負債合計 3,723,496 3,834,580

固定負債

長期借入金 1,187,494 1,212,494

再評価に係る繰延税金負債 213,666 213,666

退職給付引当金 829,929 787,279

役員退職慰労引当金 1,176 148,152

負ののれん 5,581 7,441

長期未払金 119,525 －

その他 77,953 67,793

固定負債合計 2,435,325 2,436,827

負債合計 6,158,821 6,271,408

純資産の部

株主資本

資本金 856,050 856,050

資本剰余金 625,295 625,295

利益剰余金 1,448,973 1,451,267

自己株式 △909 △909

株主資本合計 2,929,408 2,931,702

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,705 △37,217

土地再評価差額金 3,885 3,885

為替換算調整勘定 △6,074 △8,204

評価・換算差額等合計 △4,894 △41,536

少数株主持分 － 15,424

純資産合計 2,924,514 2,905,590

負債純資産合計 9,083,336 9,176,998
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益 8,289,805 7,313,951

営業原価 6,272,112 5,584,488

営業総利益 2,017,692 1,729,462

販売費及び一般管理費 ※1
 1,583,150

※1
 1,592,490

営業利益 434,542 136,972

営業外収益

受取利息 2,575 4,404

受取配当金 3,983 3,008

受取保険金 1,313 2,588

受取地代家賃 1,740 1,600

負ののれん償却額 1,860 1,860

為替差益 2,321 －

その他 3,755 2,378

営業外収益合計 17,550 15,841

営業外費用

支払利息 28,568 25,038

為替差損 － 4,213

その他 1,865 2,940

営業外費用合計 30,434 32,191

経常利益 421,658 120,621

特別利益

固定資産売却益 25 －

投資有価証券売却益 － 550

退職給付引当金戻入額 1,053 －

特別利益合計 1,078 550

特別損失

固定資産除却損 43 3,411

ゴルフ会員権評価損 － 100

特別損失合計 43 3,511

税金等調整前四半期純利益 422,693 117,659

法人税、住民税及び事業税 168,797 54,642

過年度法人税等戻入額 △13,122 －

法人税等調整額 16,899 8,889

法人税等合計 172,573 63,532

少数株主損失（△） △47 △9,284

四半期純利益 250,166 63,411
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益 4,238,315 3,717,385

営業原価 3,195,502 2,849,795

営業総利益 1,042,812 867,589

販売費及び一般管理費 ※1
 806,874

※1
 790,641

営業利益 235,937 76,947

営業外収益

受取利息 1,253 2,288

受取配当金 232 40

受取保険金 482 2,402

受取地代家賃 908 758

負ののれん償却額 930 930

その他 557 1,131

営業外収益合計 4,364 7,552

営業外費用

支払利息 14,579 12,481

為替差損 505 4,200

その他 577 2,677

営業外費用合計 15,662 19,359

経常利益 224,639 65,139

特別利益

固定資産売却益 25 －

退職給付引当金戻入額 526 －

特別利益合計 552 －

特別損失

固定資産除却損 34 19

ゴルフ会員権評価損 － 100

特別損失合計 34 119

税金等調整前四半期純利益 225,157 65,019

法人税、住民税及び事業税 162,741 51,817

法人税等調整額 △67,036 △18,705

法人税等合計 95,704 33,112

少数株主損失（△） △27 －

四半期純利益 129,479 31,907
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 422,693 117,659

減価償却費 30,461 36,427

負ののれん償却額 △1,860 △1,860

ゴルフ会員権評価損 － 100

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,062 848

退職給付引当金の増減額（△は減少） 37,872 42,559

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12,385 8,383

受取利息及び受取配当金 △6,559 △7,413

支払利息 28,568 25,038

投資有価証券売却損益（△は益） － △550

有形固定資産売却損益（△は益） △25 －

有形固定資産除却損 43 3,411

売上債権の増減額（△は増加） △440,056 △159,145

たな卸資産の増減額（△は増加） △48,913 2,689

仕入債務の増減額（△は減少） 178,580 4,554

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,285 5,123

その他 64,467 △99,884

小計 284,433 △22,057

利息及び配当金の受取額 6,559 5,865

利息の支払額 △28,203 △25,917

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △205,251 △196,997

役員退職慰労金の支払額 － △39,342

営業活動によるキャッシュ・フロー 57,537 △278,449

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △1,850,000

定期預金の払戻による収入 － 200,000

長期預金の預入による支出 － △200,000

有形固定資産の取得による支出 △582 △3,728

有形固定資産の売却による収入 158 445

無形固定資産の取得による支出 △250 △12,440

投資有価証券の取得による支出 △9,672 △3,683

投資有価証券の売却による収入 13 1,356

子会社株式の取得による支出 － △6,139

貸付けによる支出 △8,800 △14,200

貸付金の回収による収入 12,120 17,371

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,012 △1,871,019
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 381,926 378,803

短期借入金の返済による支出 △350,000 △378,803

長期借入れによる収入 340,000 360,000

長期借入金の返済による支出 △342,003 △373,000

自己株式の取得による支出 △159 －

リース債務の返済による支出 △2,350 △7,945

配当金の支払額 △65,354 △65,324

財務活動によるキャッシュ・フロー △37,941 △86,270

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14,108 △3,310

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,524 △2,239,049

現金及び現金同等物の期首残高 2,771,450 3,270,869

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,769,925

※1
 1,031,819
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年９月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

  該当事項はありません。

 

２　持分法の適用に関する事項の変更

　該当事項はありません。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

　該当事項はありません。

 

４　会計処理基準に関する事項の変更

　該当事項はありません。

 

 

５　四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲の変更

　該当事項はありません。

 

　

　

【簡便な会計処理】

　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
 至　平成21年９月30日)

　役員退職慰労引当金

当社は、平成21年６月26日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止および同

日までの在任期間に対する退職慰労金を、各取締役それぞれの退任時に支給することを決議いた

しました。

　これに伴い、役員退職慰労引当金を全額取り崩し、退職慰労金相当額119,525千円を固定負債に

「長期未払金」として計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　※１．たな卸資産
　　　　　　　仕掛作業支出金　　 74,370千円
　　　　　　　貯蔵品　　　　　　  3,852千円
 
　※２．有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　　　　　　　857,809千円

　※１．たな卸資産
　　　　　　　仕掛作業支出金　 　77,150千円
　　　　　　　貯蔵品　　　　　 　 3,761千円
 
　※２．有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　　　　　　　848,631千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

給料賞与　　　　　　　　690,739千円
賞与引当金繰入　　　　　211,023千円
退職給付費用　　　　　　116,333千円

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

給料賞与　　　　　　  666,196千円
賞与引当金繰入　　　　204,575千円
退職給付費用　　　　　121,801千円

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

給料賞与　　　　　　 　344,865千円
賞与引当金繰入　　　 　104,279千円
退職給付費用　　　　  　58,166千円

※１．販売費及び一般管理費の主なもの

給料賞与　　　　　　　327,163千円
賞与引当金繰入　　　　101,714千円
退職給付費用　　　　　 60,510千円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,769,925千円

預入期間が３か月超の定期預金 －千円

現金及び現金同等物 2,769,925千円

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,681,819千円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,650,000千円

現金及び現金同等物 1,031,819千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式　　(株) 9,389,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式　　(株) 2,493

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 65,705 7.00平成21年３月31日平成21年６月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、

  配当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　 該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　

　
港湾運送事業及
び港湾付帯事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

営　業　収　益 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する営業収益

4,128,639109,6754,238,315 ― 4,238,315

  (2) セグメント間の内部
      営業収益又は振替高

― 23,082 23,082（23,082） ―

計 4,128,639132,7574,261,397（23,082）4,238,315

営　業　利　益 403,758 35,922 439,680（203,742） 235,937

(注) １．事業区分は、当企業集団における事業別収入区分によっております。

　　 ２．各事業の主な業務

　　 　（1）港湾運送事業及び港湾付帯事業・・・・・一般港湾運送事業、港湾荷役事業、一般貨物自動車運送事業

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　運送取次事業、倉庫業、通関業

　　 　（2）その他事業・・・・・海運代理店業、構内作業、港湾関連作業、外航利用運送事業

　　　　　　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
港湾運送事業及
び港湾付帯事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

営　業　収　益 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する営業収益

3,617,98899,3963,717,385 ― 3,717,385

  (2) セグメント間の内部
      営業収益又は振替高

― 21,882 21,882（21,882） ―

計 3,617,988121,2793,739,267（21,882）3,717,385

営　業　利　益 238,945 17,796 256,742（179,794） 76,947

(注) １．事業区分は、当企業集団における事業別収入区分によっております。

　　 ２．各事業の主な業務

　　 　（1）港湾運送事業及び港湾付帯事業・・・・・一般港湾運送事業、港湾荷役事業、一般貨物自動車運送事業

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　運送取次事業、倉庫業、通関業

　　 　（2）その他事業・・・・・海運代理店業、構内作業、港湾関連作業、外航利用運送事業
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　

　
港湾運送事業及
び港湾付帯事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

営　業　収　益 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する営業収益

8,066,732223,0738,289,805 ― 8,289,805

  (2) セグメント間の内部
      営業収益又は振替高

― 45,682 45,682（45,682） ―

計 8,066,732268,7568,335,488（45,682）8,289,805

営　業　利　益 702,217 53,454 755,671（321,129） 434,542

(注) １．事業区分は、当企業集団における事業別収入区分によっております。

　　 ２．各事業の主な業務

　　 　（1）港湾運送事業及び港湾付帯事業・・・・・一般港湾運送事業、港湾荷役事業、一般貨物自動車運送事業

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　運送取次事業、倉庫業、通関業

　　 　（2）その他事業・・・・・海運代理店業、構内作業、港湾関連作業、外航利用運送事業

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
港湾運送事業及
び港湾付帯事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

営　業　収　益 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する営業収益

7,128,850185,1007,313,951 ― 7,313,951

  (2) セグメント間の内部
      営業収益又は振替高

― 43,598 43,598（43,598） ―

計 7,218,850228,6997,357,549（43,598）7,313,951

営　業　利　益 461,564 28,580 490,144（353,172） 136,972

(注) １．事業区分は、当企業集団における事業別収入区分によっております。

　　 ２．各事業の主な業務

　　 　（1）港湾運送事業及び港湾付帯事業・・・・・一般港湾運送事業、港湾荷役事業、一般貨物自動車運送事業

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　運送取次事業、倉庫業、通関業

　　 　（2）その他事業・・・・・海運代理店業、構内作業、港湾関連作業、外航利用運送事業
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会

計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20

年４月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日　至　平成21年

９月30日）

　

全セグメントの営業収益の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメントの情

報の記載を省略しております。

　　

【海外営業収益】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会

計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20

年４月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日　至　平成21年

９月30日）

　

海外営業収益が連結営業収益の10%未満のため、海外営業収益の記載を省略しております。

　
　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 311.57円
　

　 　

　 307.91円
　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 26.65円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純利益金額 6.76円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 250,166 63,411

普通株式に係る四半期純利益(千円) 250,166 63,411

普通株式の期中平均株式数(株) 9,386,783 9,386,507

　

第２四半期連結会計期間

　
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 13.79円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

１株当たり四半期純利益金額 3.40円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －
　

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

    ２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 129,479 31,907

普通株式に係る四半期純利益(千円) 129,479 31,907

普通株式の期中平均株式数(株) 9,386,507 9,386,507

　

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

大東港運株式会社

取締役会  御中

　

　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

　
　

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大　橋　洋　史    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鳥　羽　正　浩    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大東

港運株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大東港運株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月13日

大東港運株式会社

取締役会  御中

　

　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大　橋　洋　史    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    有　川　　　勉    印
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大東

港運株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大東港運株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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